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（趣旨） 

第１ この要領は、大町市財務規則（昭和５５年規則第２号。以下「規則」という。）

第１１１条第３項に規定する郵便による入札（以下「郵便入札」という。）を行う

ことについて、規則及び大町市事後審査型一般競争入札実施要領（平成２０年告

示第５３号。以下「実施要領という。」）に定めるもののほか、必要な事項を定め

るものとする。 

（公告） 

第２ 郵便入札を実施するときは、一般競争入札の公告においてその旨を記載し、

規則第１０６条各号及び実施要領第５第１項各号に掲げるもののほか、次に掲げ

る事項を併せて記載するものとする。 

（１）入札書の郵送方法 

（２）入札書の到達期限 

（３）入札書の送付先 

（４）郵便による入札の条件に反した入札書を無効とする旨 

（５）その他郵便入札に関し必要な事項 

２ 規則第１１７条第１項に規定する指名競争による入札を実施する場合は、前項

各号に規定する事項を指名競争入札通知書に記載するものとする。 

（入札に係る費用の負担） 

第３ 郵便入札に係る費用については、入札の結果にかかわらず、入札参加者の負

担とする。 

（入札書等の郵送方法） 

第４ 入札参加者は、入札書及び入札金額に対応した工事費内訳書（以下「入札書

等」という。）を添えて、公告に定められた期限までに到達するように郵送しなけ

ればならない。 

２ 入札書等は、一般書留又は簡易書留のいずれかの方法により、日本郵便株式会

社大町郵便局の留置で郵送しなければならない。 

３ 提出にあたっては、次の各号により作成した外封筒及び中封筒の二重封筒を用

いなければならない。 

（１）中封筒には、入札書を入れて封印し、封筒の表面に開札日、工事名、工事箇 

所名及び入札者の商号又は名称を記載するものとする。 

（２）外封筒には、入札書を同封した中封筒及び工事費内訳書を入れて封かんし、 

封筒の表面に開札日、工事名、工事箇所名及び入札者の商号又は名称を記載す 

るものとする。 



（３）１通の中封筒に、２枚以上の入札書を入れてはならない。 

（入札書等の提出期限） 

第５ 入札書等の提出期限は、開札日の前々日（大町市の休日を定める条例（平成

２年条例第１５号）第１条に規定する休日（以下「休日」という。）を含まない。）

とする。 

２ 入札書等は、提出期限までに日本郵便株式会社大町郵便局に到達しなければな

らない。 

（入札書等の受領及び保管） 

第６ 市長は、当該入札の開札日時（休日を除く。）までに日本郵便株式会社大町郵

便局から入札書等を受領するものとする。 

２ 受領した入札書等は、総務部企画財政課において厳重に保管するものとする。 

３ 一度提出された入札書等は、差換え若しくは変更又は取消しをすることができ

ない。 

（入札の無効） 

第７ 規則第１１２条各号、実施要領第９、大町市事後審査型一般競争入札心得第

８条各号及び入札心得第７条各号に掲げるもののほか、次の各号のいずれかに該

当する入札書は無効とする。 

（１）第４に規定する郵送方法によらずに提出された入札書 

（２）第５に規定する提出期限までに到達しなかった入札書 

（３）その他入札に関する条件に違反した入札書 

２ 前項の規定により無効とした入札書等は、返却しないものとする。 

（開札） 

第８ 郵便入札の開札は、公告又は指名競争入札通知書に示す開札の日時及び場所

に入札者を立ち合わせて行うものとする。ただし、開札に立ち会う入札者がない

ときは、当該入札事務に関係のない職員を立ち合わせるものとする。 

２ 市長は、開札の結果、落札者及び落札候補者となるべき価格の入札をした者が

２者以上あるときは、当該入札をした者（以下「同一価格者」という。）に出席

を求め、くじを引かせて落札者及び落札候補者となるべき順位を決定するものと

する。ただし、同一価格者全員が現に立会いを行っている場合は、その場で当該

立会人がくじを引くものとする。 

３ 同一価格者のうち、くじを引かないものがあるときは、これに代えて当該入札

事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。 

（落札者の決定） 

第９ 市長は、規則第１１４条第１項の規定又は実施要領第１２各号の規定により

落札者を決定したときは、入札参加者に通知するものとする。 

（入札の延期等） 

第１０ 市長は、郵便事情等により事故が発生したとき又は不正な行為等により必

要があると認めるときは、入札の延期、中止又は入札の取消しをすることができ

る。この場合において、入札者が受けた損失について、市はその責を負わないも

のとする。 

２ 市長は、前項の規定により開札を延期する場合は、提出期限までに到達した入

札書等を延期後の開札日時まで厳重に保管するものとし、入札を中止する場合は、



速やかに当該入札書等を参加者に返却するものとする。 

（委任） 

第１１ この要領に定めるもののほか、この要領の施行に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則（平成２３年７月１５日告示第１０７号） 

この要領は、告示の日から施行する。 

附 則（平成２４年１１月２９日告示第１２０号） 

この要領は、告示の日から施行する。 

  附 則（平成２５年５月２８日告示第８９号） 

この要領は、平成２５年７月１日から施行する。 


